(会社名)　　品質マニュアル　


５．経営者の責任

５．１　経営者のコミットメント
社長は、品質マネジメントシステムの構築と実施、並びにその有効性を継続的に改善する事に対するコミットメント（誓約）の証拠を下記の事項で示す。

ａ）法令・規制要求事項を満たすこと、顧客要求事項を満たすことの重要性を組織内に周知する。

ｂ）品質方針を設定する。（5.3参照）

ｃ）品質目標が設定されることを確実にする。（5.4.1参照）
ｄ）マネジメントレビューを実施する。（5.6参照）

ｅ）経営資源が使用できることを確実にする。（6.1参照）

５．２　顧客重視
１）当社における顧客のニーズと期待は以下の通りである。


２）社長は、顧客満足の向上を目指して、上記の顧客のニーズと期待を満たす事を確実にするために『品質方針』を定め、工事部に『品質目標』を決定させる。

３）顧客要求事項の決定は、７．２．１『製品に関連する要求事項の明確化』で確実にし、顧客要求事項が満たされていることは、８．２．１『顧客満足』で確認する。


５．３　品質方針

社長は、品質方針を定め、品質マネジメントシステムの定められた適用範囲の中で、その方針について以下の事項を確実にする。

1）品質方針

ａ）当社の目的（当社が目指す方向性）に対して適切な設定を行う。

ｂ）品質方針の中に以下の決意を表明する。

1 決められた仕事のやり方を守り、決められた品質の製品を顧客に提供すること。

2 より良い結果に繋がるように、仕事のやり方をどんどん改良すること。

ｃ）品質方針の中に、実際の活動（品質目標）に結びつくような、具体性を持ったテーマを入れる。

ｄ）『品質方針ポスター』を本社事務所内、現場事務所内に掲示し徹底を図る。

ｅ）適切性の持続の為に、マネジメントレビューにて、品質方針の見直しを行う。
５．４　計画

５．４．１　品質目標
社長は毎年９月初旬に、工事部に対して『品質目標』を「目標計画書」に設定させる。

１）品質目標

ａ）『品質目標』は達成度が判定可能なものとする。また、品質方針と矛盾しないように決定する。

ｂ）『品質目標』には、製品要求事項を満たすために必要なものがあれば含める。

ｃ）『品質目標』の変更の必要性の評価を、マネジメントレビューにて行う。

５．４．２　品質マネジメントシステムの計画

社長は、『品質目標』に加えて4.1『一般要求事項』に規定する要求事項を達成する手段として、以下のことを品質マネジメントシステムの計画として実施させる。

（当社マネジメントシステムの『周期』（サイクル）は９月～翌年８月で運用する）

１）品質マネジメントシステム全体の計画

管理責任者は、品質マネジメントシステムの計画として、「品質マニュアル」、別紙１『マネジメントシステム体系図』、別紙２『プロセスフロー図』を作成し、実施する。

２）『品質目標』達成の実施計画

ａ）工事部長は『品質目標』に対する実施計画を「目標計画書」に定める。

ｂ）「目標計画書」には、実施する具体策（手段）を含める。

３）『品質目標』達成状況の確認

　ａ）工事部長は、毎月「目標計画書」で確認する。

　ｂ）管理責任者は、3ヶ月ごとに「目標計画書」で確認する。

４）品質マネジメントシステムの変更

ａ）品質マニュアルの改訂等、品質マネジメントシステムの変更が計画され、実施される場合には、品質マネジメントシステムが“完全に整っている状態”を維持し、運用に支障をきたさないように、管理責任者が中心となり工事部に対して教育等を実施する。

５．５　責任、権限及びコミュニケーション

５．５．１　責任及び権限
社長は、効果的な品質マネジメントシステムを実施するために、役割、責任及び権限を図5.5.1『組織表』、表5.5.1『責任と権限分担表』に定め、会社全体に周知する。


図5.5.1　組織図




責任と権限分担表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表5.5.1

	部門
	職位
	責任と権限

	全体
	社長
	①顧客要求事項、及び法規制要求事項の重要性を社内に徹底する

②顧客ニーズ・期待の決定　　

③「品質方針」の決定

④「品質マニュアル」の承認
	⑤経営資源の計画と配分

⑥管理責任者の任命

⑦マネジメントレビューを実施する

⑧営業活動

⑨材料・施工外注の選択

	
	取締役
	①社長の補佐
	②経営資源の計画と配分

	
	管理責任者
	①マネジメントシステムの成果を含む実施状況及び改善の必要性を社長に報告する

②顧客要求事項に対する認識を高める

③「品質マニュアル」の作成

④「品質方針」の周知徹底

⑤教育計画（資格取得力量一覧表）
	⑥教育訓練の有効性の評価

⑦不適合から是正処置への展開の決定

⑧予防処置内容の承認

⑨内部監査の計画、及び実施の責任者

⑩データの分析

⑪文書管理

	工事部
	工事部全体
	①品質目標の決定、及び展開
	②取引先の評価・選定

	
	工事部長
	①「施工計画書」「品質計画書」の承認
	②目標達成状況の確認

	
	現場代理人

主任技術者

(監理技術者)
	①顧客の苦情処理と対策

②「施工計画書」「品質計画書」の作成と施工工程の管理

③現場からの発注管理

④測定機器・設備機器の維持・管理
	⑤不適合品の識別と応急処置（手直し等）
⑥受入検査、日常検査の実施
⑦顧客所有物の管理

⑧製品要求事項の変更管理

⑨作業環境の整備

	
	現場作業員
	①現場作業の準備と施工
	②現場代理人の指示による受入検査、日常検査の実施

	
	重機オペレーター
	①重機の使用前の点検
	②リース重機の法定自主検査の確認

	
	総務担当
	①契約関係の書類作成

②労務・経理・会計

③積算業務
	④工事に関する請求業務

⑤ＯＡ機器等の管理


５．５．２　管理責任者

社長は、『(役職名または氏名)』を管理責任者として任命する。管理責任者には他の責任と関りなく以下についての責任及び権限を与える。

１）ISO9001：2008に従って、品質マネジメントシステムのプロセスを確立、維持することを確実にする。

２）品質マネジメントシステムの成果を含む実施状況及び改善の必要性の有無について、マネジメントレビューあるいは必要に応じて社長に報告を行う。

３）顧客との約束事を守ることの大切さを、全社員に理解させる。

５．５．３　内部コミュニケーション

社内で必要な情報がきちんと伝わるように、表5.5.3『社内会議一覧表』に従って、内部コミュニケーションを行う。

社内会議一覧表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表5.5.3

	会議名
	活　動　状　況
	参加者
	頻度

	全体朝礼
	①工事の進捗状況の把握

②工事における問題点の把握と解決策の協議

③安全教育

④人員・設備の配置

⑤社員間の意見交換

⑥連絡事項

⑥マネジメントシステムの有効性に関しての情報交換
	工事部員
	毎日

	現場朝礼
	①本日の作業確認・指示

②人員の把握

③ＫＹ活動（危険予知活動）

④ラジオ体操
	当該現場の

作業員
	作業日毎日


５．６　マネジメントレビュー（経営者による仕組みの見直し）
５．６．１ 一般
社長は、品質マネジメントシステムの適切性、妥当性及び有効性を確実なものとするために、毎年９月初旬にマネジメントレビューを実施する。

１）レビューでは、以下の点についても評価する。

ａ）当社の品質の仕組みで、改善できるところはあるか。（改善の機会）

ｂ）当社の品質の仕組みで、変えなければならないところはないか。

（変更の必要性）

ｃ）品質方針や品質目標を変えなくても良いか。

２）マネジメントレビューの結果の記録は、４．２．４『記録の管理』に従い、保管・管理する。

５．６．２　マネジメントレビューへのインプット（検討の入力情報）
管理責任者は下記インプット情報よりマネジメントレビュー実施前に「マネジメントレビュー議事録」（事前検討内容欄）に事前検討をまとめ社長の承認を得る。その後、社長、管理責任者、その他指名された者が参加しマネジメントレビューを実施する。

表5.6.2

	
	インプット項目
	インプット情報（具体的な記録や情報）

	１
	監査の結果
	①「内部監査報告書」

②外部機関の行った監査報告書

	２
	顧客からのフィードバック
	①「不適合・是正報告書」（クレーム）
②顧客より受領した「工事成績通知書」

③お客様満足度調査表

	３
	プロセスの成果を含む実施状況及び製品の適合性
	①『品質目標』の達成状況

②「不適合・是正報告書」（不適合）

③データ分析された資料

④社内検査、及び顧客の行った検査の結果。

⑤各プロセスの実施状況

	４
	是正処置及び予防処置の状況
	①「不適合・是正報告書」

②「予防報告書」

	５
	前回までのマネジメントレビューによるフォローアップ
	①前回までの「マネジメントレビュー議事録」

②前回までのマネジメントレビューより処置を行った文書・記録等

	６
	品質マネジメントシステムに影響を及ぼす可能性のある変更
	①組織変更・人事異動

②新しい技術・社会環境の変化

③関連する法令、規制の変更

④品質方針や品質目標の見直し

⑤文書の見直し

	７
	改善の為の提案
	①管理責任者もしくは社員からの改善の提案


５．６．３　マネジメントレビューからのアウトプット（決定と処置）
１）社長は次の事項に関する決定及び処置を含みマネジメントレビューからのアウトプットを行う。

①品質マネジメントシステム及びそのプロセスの有効性の改善

（仕組みや業務の改善項目と方法の指示等）

②顧客要求事項にかかわる製品の改善

（顧客と約束した品質を確保するための製品改良項目と方法の指示等）

③資源の必要性

（要員、教育、施設、設備、技術などを用意することの指示等）

④品質方針、品質目標の変更の必要性の評価
（品質方針や品質目標を変えなくても良いか。現在も適切か。）

２）管理責任者はマネジメントレビューにて出された社長のアウトプット（決定や処置）を「マネジメントレビュー議事録」のマネジメントレビューからのアウトプット欄にまとめ社長の承認を得る。

６．資源の運用管理

６．１　資源の提供
当社は、次の事項に必要な経営資源（人的資源、専門的な技能・技術、インフラストラクチャー、作業環境）を明確にし、提供する。

１）品質マネジメントシステムを実施し維持する。またその有効性を継続的に改善するための経営資源。

①人材の採用や教育及び配置、設備や資材の投入、必要となる部門・組織（災害時の体制等）の設置を行う。その詳細は、６．２『人的資源』、６．３『インフラストラクチャー』、６．４『作業環境』に従い実施する。

２）顧客要求事項を満たすことによって顧客満足を向上するために必要な経営資源。

①社長は、顧客に満足して頂く為に経営資源の必要性を把握し資源の投入を行う。

６．２　人的資源

６．２．１　一般
製品要求事項への適合に影響を及ぼす作業に従事する要員が、関連する教育、訓練、技能及び経験を判断の根拠として力量を有している人員を配置する。また、これに伴う記録を保持する。
６．２．２　力量、教育・訓練及び認識
１）製品要求事項への適合に影響がある仕事に従事する要員に必要な力量（知識や技能があることに加え、実際に業務を行う能力を備えている事。ペーパードライバーでない事。）を表6.2.2『社内資格認定一覧表』、「資格取得力量一覧表」に明確にする。

２）必要な力量が不足している場合には、その必要な力量に到達することができるように、以下の手順で教育訓練を実施する。または、他の処置をとる。

①管理責任者は、９月初旬に計画的に教育を実施するために、「資格取得力量一覧表」を作成する。（外部講習等は、随時追加する）

②社内資格の条件を満たす者を「資格取得力量一覧表」に登録する。

（表6.2.2「社内資格認定一覧表」参照）

③部門内においては、実地研修・職場内研修（ＯＪＴ）による教育を実施する。

④その他外部機関の研修に必要に応じて参加させ、各個人のレベルアップを図る。

⑤当社にてできない工事に関しては、外部委託する。

３）実施した教育訓練の有効性の評価として、以下の活動を実施する。

①教育を受けた者は「教育訓練報告書」を作成し、教育内容や感想・結果を記入する。

②管理責任者は教育訓練の有効性について、理解度、業務への適応性の評価を行い、「教育訓練報告書」に記入する。

４）社長・管理責任者は、社員が活動との関連及び重要性、並びに品質目標達成への貢献に関する認識を確実にする為に、内部コミュニケーションの場で周知する。

５）施工外注業者等の教育訓練に関しては、「新規入場者教育報告書」にて現場代理人が行う。詳細は、７．４．１『購買プロセス』、７．５．２『施工及びサービス提供に関する妥当性確認』に定める。

６）教育、訓練、技能及び経験について該当する記録は、４．２．４『記録の管理』に従って保管・管理する。

社内資格認定一覧表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表6.2.2－１　

	社内資格名
	必要とする資格や力量
	認定者

	主任技術者
	一級・二級土木施工管理技士
	社長

	監理技術者
	一級土木施工管理技士で研修機関の行う研修修了者
	社長

	現場代理人
	二級土木施工管理技士以上のもの。

又は、それと同等と社長が認めたもの
	社長

	社内検査員
	一級・二級土木施工管理技士

又は検査方法について教育を受けた者とする
	社長

	内部監査員
	外部教育機関が実施する内部監査員養成コースを修了するか、又は内部監査に立ち合わせ、内部監査の手順や方法を理解させ、管理責任者が認定した者とする。
	管理責任者


６．３　インフラストラクチャー（必要な施設、設備類）
１）製品の適合性を達成するために必要な以下の施設・設備を明確にし、提供し、かつ維持する。

ａ）本社建物、及び関連するユーティリティー（現場事務所等）

①本社建物は社長、もしくは総務担当が維持、管理する。

②現場事務所や現場事務所で使用する電気等は各プロジェクトに於いて現場代理人の責任で維持、管理する。

ｂ）設備
　　①重機、車両、測定機器は管理番号を付し、「機器管理台帳」に明確にする。

　　　重機類の点検等の管理方法については、７．５．１ｃ）に定める。

ｃ）支援体制

　　①インターネット・メールの利用環境、電子入札・電子納品への対応環境を整える。

６．４　作業環境

当社は製品要求事項への適合を達成するために必要な作業環境を以下の事項に従い明確にし、運営管理する。
表6.4

	種別
	作業内容
	環境対策
	運用管理

	本社事務所内
	オフィス環境
	一般業務
	照明（事務仕事に支障のない明るさ）

空調の維持、給排水の確保
衛生、清掃、汚染防止
	保守管理
定期的清掃

備品の補充

	
	
	施工管理

業務
	ＯＡ機器による作業能率の向上
	ソフトの補充

	
	就業条件など
	一般業務
	就業規則、福利厚生制度など労働基準法の順守
	諸届等

	現場事務所内
	事務所内の

執務環境
	施工管理

業務
	照明（事務仕事に支障のない明るさ）
	保守管理

	
	
	
	防寒、防暑対策
	暖房機、

クーラーの調達

	
	
	休憩、食事
	照明、防寒、防暑対策
	清掃、トイレ、

備品の補充

	作業現場内
	一般作業環境
	各施工工程
	労働安全衛生法の順守（以下の種別も同様）
	安全パトロール

	
	高所作業環境
	高さ２ｍ以上
	作業床、足場、昇降設備の確保、安全帯の使用
	安全パトロール

	
	粉塵作業環境
	はつり

カッター切
	防塵マスクの使用
	安全パトロール

	
	アスファルト
	舗装
	降雨時は作業を行わない
	気象状況の把握

	
	コンクリート
	打設
	降雨時は作業を行わない
	気象状況の把握


（１）無事故、無災害で作業を行う事


（２）納期を厳守する事


（３）地域住民とのトラブルを起さない


（４）規格にあった、耐久性のある、出来映えのよい製品（構築物）を提供する事











品　質　方　針　（例）








(会社名)　は、社員一人一人が率先して動き、品質・技術ともに高い仕事を提供し、地域、お客様に満足して頂き、必要とされる企業をめざす為に、品質マネジメントシステムの継続的改善を実施する。





①安全第一を心掛け、無事故・無災害で施工する。


②「顧客満足の向上」「納期の短縮」「コストの削減」を推進する。


③要求事項への適合及び品質マネジメントシステムの有効性の継続的な改善を実施する。











年　　月　　日


					　　　　　　(会社名)


						　　　　　　代表取締役　（代表者氏名）








社　長





経営層





取締役





管理責任者





工事部長





現場代理人


主任技術者





重機オペレーター





現場作業員





総務担当





工事部
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